
１．業　務　名 高知港海岸技術検討業務

２．所属事務所 四国地方整備局　高知港湾・空港整備事務所

３．方　　　式 簡易公募型プロポーザル方式

４．技術提案書の提出要請日

５．公　示　日

６．特定通知日

技術提案書提出者 特定の有無 特定されなかった理由

高知港海岸技術検討業務沿岸技術
研究センター・パシフィックコンサルタ
ンツ設計共同体

○

プロポーザル方式における特定結果書

令和7年6月10日

令和7年4月25日

令和7年6月24日



１．件名 高知港海岸技術検討業務

２．所属事務所 高知港湾･空港整備事務所

３．技術提案書の特定通知日 令和7年6月24日

特定テーマ１ 特定テーマ２

評価のウェイト 20 30 170 220

14 28 164 206 特定

配置予定技術者の
資格及び実績等

配置予定技術者の
成績及び表彰

特定テーマ

高知港海岸技術検討業務沿岸技術研究センター・
パシフィックコンサルタンツ設計共同体

プロポーザル評価表

業　者　名

技術評価点の内訳

技術評価点
合計

備考



１．業　務　名 高知港海岸技術検討業務

２．所属事務所 四国地方整備局　高知港湾・空港整備事務所

３．方　　　式 簡易公募型プロポーザル方式

４．公　示　日

５．選定通知日

参加表明書提出者 選定の有無 選定されなかった理由

高知港海岸技術検討業務沿岸技
術研究センター・パシフィックコンサ
ルタンツ設計共同体

○

公募型・簡易公募型プロポーザル方式における選定結果書

令和7年4月25日

令和7年5月20日



【令和７年度　簡易公募型プロポーザル方式】

予算区分

　　ランク ： 建設コンサルタント等　Ａ等級 技術者の資格 ：

契約形態 ： 簡易公募型プロポーザル方式

企業の同種業務実績 ：

企業の類似業務実績 ： 設定しない

技術者の同種業務実績 ：

特定テーマ ：

技術者の類似業務実績 ： 設定しない

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑰ 絞り込み者数： 5
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－ － － － － － － 5 10 1 5構成員 28

A 26

代表者 26

左
記
以
外

主
た
る
部
分
を
再
委
託
し
て
い
る

、
ま
た
は

、
業
務
の
分
担
構
成
が
不
明
確
又
は
不
自
然
な

場
合

順

位

右
記
＊
1

）
又
は
＊
2

）
の
資
格
に
加
え

、
以
下
の
当
該
業
務
に
特
化
し
た
資
格
を
有
す
る

者

。

・
海
洋
・
港
湾
構
造
物
設
計
士

・
技
術
士

（
総
合
技
術
監
理
部
門

（
建
設

）
又
は
建
設
部
門

）
＊
1

）

・
博
士

（
業
務
に
該
当
す
る
分
野

）
＊
2

）

・
海
洋
・
港
湾
構
造
物
設
計
士

・
Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ

（
港
湾
及
び
空
港
部
門
又
は
河
川

、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門

）
又
は
同
等

の
能
力
を
有
す
る
者

（
技
術
士
部
門
と
同
様
の
部
門
に
限
る

。

）
。
但
し

、
港
湾
関
係
の
実

務
経
験
が
３
年
以
上
あ
る
者

・
土
木
学
会
上
級
土
木
技
術
者

（
流
域
・
都
市

）
コ
ー

ス
Ａ
又
は

（
海
岸
・
海
洋

）
コ
ー

ス

Ｂ

、
土
木
学
会
１
級
土
木
技
術
者

（
流
域
・
都
市

）
コ
ー

ス
Ａ
又
は

（
海
岸
・
海
洋

）
コ
ー

ス
Ｂ

・
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
エ
ン
ジ
ニ
ア

（
業
務
に
該
当
す
る
分
野

）

・
土
木
学
会
特
別
上
級
土
木
技
術
者

、
土
木
学
会
上
級
土
木
技
術
者

（
３
位
評
価
以
外

）
又

は
土
木
学
会
１
級
土
木
技
術
者

（
３
位
評
価
以
外

）

・
発
注
者
が
上
記
と
同
等
で
あ
る
と
認
め
た
者

資
格
な
し

同
種
業
務
の
従
事
経
験
あ
り

四
国
地
方
整
備
局
管
内
の
部
長
等

（
部
長

、
統
括
防
災
官

、
事
務
所
長
及
び
管
理
所
長

）
表

彰
を
受
け
た
者

地
盤
工
学
会
四
国
支
部
表
彰
の
う
ち

、
技
術
賞

、
技
術
開
発
賞

、
研
究
・
論
文
賞
の
表
彰
を

受
け
た
者

、
又
は
土
木
学
会
四
国
支
部
表
彰
の
う
ち

、
技
術
賞

、
研
究
論
文
賞

、
技
術
開
発

賞

、
技
術
活
用
賞

、
地
域
技
術
賞

、
地
域
貢
献
賞

、
優
秀
表
彰
者
賞
を
受
け
た
者

左
記
以
外

J
V
申
請
の
場
合

平
均
8
0
点
以
上

平
均
6
5
点
以
上
8
0
点
未
満

（
1
点
ご
と
に
評
価
点
を
設
定

）

平
均
6
0
点
以
上
6
5
点
未
満
又
は
実
績
が
な
い

業
務
実
施
体

制
の
妥
当
性

得
点
合
計

総　合　評　価

［四国地方整備局等対象］
［令和３年度以降］

又は［令和６年度以降］

四
国
地
方
整
備
局
長
表
彰
又
は
海
外
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
優
秀
技
術
者
国
土
交
通
大
臣
賞
を
受
け

た
者

四

国

地

方

整

備

局

管

内

の

部

長

等

（
部

長

、
統

括

防

災

官

、
事

務

所

長

及

び

管

理

所

長

）
表

彰

又

は

海

外

イ

ン

フ

ラ

プ

ロ

ジ

ェ
ク

ト

優

秀

技

術

者

国

土

交

通

大

臣

奨

励

賞

を

受

け

た

者

、
又

は

四

国

地

方

整

備

局

(

港

湾

空

港

関

係

)

と

の

災

害

協

定

に

基

づ

く

活

動

実

績

に

対

す

る

局

長

か

ら

の

表

彰

又

は

感

謝

状

を

受

け

た

者

四
国
地
方

整
備
局
以
外
の
局

長
表
彰
ま
た
は
部
長
等
表
彰
を
受
け
た
者

、
地
盤
工
学
会
四
国
支
部
表
彰
の
う
ち

、
技

術
賞

、
技

術
開
発
賞

、
研
究

・
論
文
賞
の
表
彰
を
受
け
た
者

、
日
本
応
用

地
質
学
会
中
国
四
国
支
部
表
彰
の
う
ち

、

優
秀
発
表

賞

、
優
秀
ポ
ス
タ
ー

賞
の
表
彰
を
受
け
た
者

、
又
は
土
木
学
会

四
国
支
部
表
彰
の
う
ち

、
技
術
賞

、
研
究

論
文
賞

、
技
術
開
発
賞

、
技

術
活
用
賞

、
地
域
技
術
賞

、
地
域
貢
献
賞

、
優
秀
表
彰
者
賞
を
受
け
た
者

、
又
は
四
国

地
方
整
備

局

(

港
湾
空
港
関

係

)

と
の
災
害
協
定
に
基
づ
く
活
動
実
績
に

対
す
る
部
長
等

(

部
長

、
事
務
所
長

)

か

ら
の
表
彰

又
は
感
謝
状
を
受

け
た
者

選
定
の
有
無

非
選
定
の
理
由

業
務
成
績

当該部門の建設
コンサルタント登

録

企業の業務の実績
[全国対象]

[平成２７年度以降]

災害協定
を締結した
団体への
所属の有

無

地
方
整
備
局

、
沖
縄
総
合
事
務
局
及
び
国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所

（
港
湾
空
港
関
係

）
の

当
該
業
務
区
分
に
お
け
る
業
務
成
績
の
平
均
が
過
去
２
年
度
間
連
続
し
て
６
０
点
未
満
で
あ

る
場
合

当
該
業
務
に
関
す
る
部
門
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
あ
り

、
ま
た
は

、
公
益
法
人
及
び
独
立

行
政
法
人

、
学
校
教
育
法
に
基
づ
く
大
学
又
は
同
等
と
認
め
ら
れ
る
機
関

登
録
な
し

J
V
申
請
の
場
合

技術者の業務表彰

平
均
6
0
点
未
満

J
V
申
請
の
場
合

四
国
地
方
整
備
局
長
表
彰
を
受
け
た
者

同
種
業
務
の
実
績
あ
り

類
似
業
務
の
実
績
あ
り

業
務
の
実
績
な
し

、
又
は

、
当
該
業
務
成
績
が
６
０
点
未
満
で
あ
る
場
合

J
V
申
請
の
場
合

団
体
に
所
属
し
て
い
る

団
体
に
所
属
し
て
い
な
い

類
似
業
務
の
従
事
経
験
あ
り

業
務
の
実
績
な
し

、
又
は

、
当
該
業
務
成
績
が
６
０
点
未
満
で
あ
る
場
合

平
均
8
0
点
以
上
又
は
直
近
の
2
年
度
間
連
続
し
て
平
均
8
0
点
以
上

平
均
6
5
点
以
上
8
0
点
未
満

（
1
点
ご
と
に
評
価
点
を
設
定

）

平
均
6
0
点
以
上
6
5
点
未
満
又
は
実
績
が
な
い

平
均
6
0
点
未
満

⑬ ⑭ ⑮ ⑯

No. 業　者　名

予
算
決
算
及
び
会
計
令
第
７
０
条
及
び
第
７
１
条
の
規
定
に
該
当
し
て
い
る
者

令
和
7
・
8
年
度
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
業
務
に
係
る
一
般
競
争

（
指
名
競
争

）
参
加
資
格
の
Ａ
等
級
の

決
定
を
受
け
て
い
な
い
者

四
国
地
方
整
備
局
か
ら
指
名
停
止
等
の
措
置
要
領

（
昭
和
5
9
年
3
月
3
1
日
付
け
港
管
第
9
2
7
号

）
に

基
づ
く
指
名
停
止
を
受
け
て
い
る
期
間
中
で
あ
る
者

会
社
更
正
法
に
基
づ
き
更
正
手
続
開
始
の
申
立
て
が
な
さ
れ
て
い
る
者
又
は
民
事
再
生
法
に
基
づ
き
再
生
手

続
開
始
の
申
立
て
が
な
さ
れ
て
い
る
者

（
更
生
手
続
開
始
又
は
再
生
手
続
開
始
の
決
定
後

、
四
国
地
方
整
備

局
次
長
が
別
に
定
め
る
手
続
に
基
づ
く
一
般
競
争
参
加
資
格
の
再
決
定
を
受
け
た
者
を
除
く

。

）

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

企業の業務成績
［地方整備局、沖縄総合事務
局及び国土技術政策総合研
究所発注業務（港湾空港関
係に限る）］［過去２年度間］

企業の業務表彰
［四国地方整備局対象］

［令和５年度以降］
技術者の資格

技術者の同種・
類似業務の実績

[全国対象]
[平成２７年度以

降]

技術者の業務成績
［管理技術者（担当技術者として
従事した成績評定点しかない場
合は、担当技術者）として従事し
た地方整備局、沖縄総合事務局
及び国土技術政策総合研究所発
注業務（港湾空港関係に限る）］

［過去４年度間］

警
察
当
局
か
ら

、
暴
力
団
員
が
実
質
的
に
経
営
を
支
配
す
る
建
設
業
者
等
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し

て

、
国
土
交
通
省
発
注
工
事
等
か
ら
排
除
要
請
が
あ
り

、
当
該
状
態
が
継
続
し
て
い
る
者

参
加
申
請
し
よ
う
と
す
る
者
の
間
に
資
本
関
係
又
は
人
的
関
係
が
あ
る
場
合

本業務において、仁井田工区の制約条件や施工性等を考慮した概略断面等の検討を
行う上での課題、着眼点及び解決方法について

技術提案書のヒアリング実施日 入札予定日 履行期間

令和7年7月16日～17日 令和7年7月9日 令和8年2月27日

以下の①及び②を実施した業務（①、②は別件業務で可）
①海岸保全施設整備にかかる堤防、護岸、胸壁のいずれかの断面検討を実施した業務
②海岸保全施設整備にかかる防護ライン検討を実施した業務

以下の①及び②を実施した業務（①、②は別件業務で可）
①海岸保全施設整備にかかる堤防、護岸、胸壁のいずれかの断面検討を実施した業務
②海岸保全施設整備にかかる防護ライン検討を実施した業務

業務区分 業務の等級 発注形態

建設コンサルタント等 Ａ

JV

海岸

件
名

高知港海岸技術検討業務
・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）
・博士（業務に該当する分野）
・ＡＰＥＣエンジニア（業務に該当する分野）
・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者又は土木学会１級土木技術者
・海洋・港湾構造物設計士
・ＲＣＣＭ（港湾及び空港部門又は河川、砂防及び海岸・海洋部門）又は同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部
門に限る。）。但し、港湾関係の実務経験が３年以上ある者。なお、同等の能力を有する者とは、ＲＣＣＭ試験に合格して
いるが、転職等により登録していない立場にいる者をいう。
・発注者が上記と同等であると認めた者

業
務
概
要
・
数
量

本業務は、高知港海岸において過年度に実施された設計業務及び施工実績をもとに、対象工区
における概略断面や防護ライン及び整備工程短縮の検討等を行うものである。

　　　・計画準備
       ・資料収集整理
       ・技術検討
       ・成果物
       ・協議・報告


